
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

39.8 2 未把握 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ ha ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 39.8 2 未把握

上乗 □ （ ha ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 39.8 2 未把握

□ （ ha ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

6.0 8 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

（ ha ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 6.0 10 100

上乗 □ （ ha ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 8 100

□ （ ha ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

36.2 20 100 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

（ ha ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 36.2 20 100

上乗 □ （ ha ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 36.2 20 100

□ （ ha ） （ 回 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

300 0 0 必要性 4 有効性 1 達成度 1 効率性 4 必要性 4 有効性 1 達成度 1 効率性 4

（ 棟 ） （ 回 ） （ 棟 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 300 0 0

上乗 □ （ 棟 ） （ 回 ） （ 棟 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 300 0 0

□ （ 棟 ） （ 回 ） （ 棟 ）

事務事業全体 一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

意図
マンション建て替えに関する悩みの
解消を図る。

マンション建て替え
円滑化法に基づく相
談事業

24年度以降に向けた方向性：

148

対象
老朽化しているしている市内のマン
ション

老朽化してい
る（築３０年
以上）してい
る市内のマン
ション棟数

0 148

相談から建て
替えに至った
棟数 0 151 151

0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容全額補助 一部補助有 市全額
相談を仲介した
回数

0

現状維持

148

所管課長 都市計画課　土屋　健治

説明欄：マンション建替えについての市民
からの相談について、都へ取次ぐ事務であ
り、改善の余地は少ない。

148 0

21-02-04

都市計画課
住宅開発指導係

根拠
法令
等

自主的 義務的

（国）マンションの建替えの円滑化等に関
する法律

事業
形態

直営（委託無）

快適な都市環境が整ったまち 施策番号・名 21 都市基盤の安全性、快適性の確保

住宅市街地総合整備
事業

手段
・

内容

「大規模団地の建替」を契機とし
て、目標とする住宅市街地を示した
事業の推進を図る

事務事業名

指標

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

努力義務的 24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

意図

マンション建て替え円滑化法を正し
く理解してもらうため、リーフレッ
トの配布などＰＲを行う。

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0
説明欄：従来は都市再生機構住宅の建替え
に当たっての調整窓口としての業務が主た
るものであったが、東久留米市内の都市再
生機構賃貸住宅建設事業が２２年度で完了
したため、今後は、基盤整備及び余剰地の
民間売却に当たっての協議を中心に行って
いく。

所管課長 都市計画課　土屋　健治

説明欄：従来は都市再生機構住宅の建替え
に当たっての調整窓口としての業務が主た
るものであったが、東久留米市内の都市再
生機構賃貸住宅建設事業が２２年度で完了
したため、今後は、基盤整備及び余剰地の
民間売却に当たっての協議を中心に行って
いく。

0

0
説明欄：22年度に昭和40年代の建替え事業
の協定を締結した。23年度から南町一丁目
アパートの建替え事業に着手するため、今
後は、具体的な協議を進める。

所管課長 都市計画課　土屋　健治

説明欄：22年度に昭和40年代の建替え事業
の協定を締結した。23年度から南町一丁目
アパートの建替え事業に着手するため、今
後は、具体的な協議を進める。

0

0

説明欄：

0

0

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：国の制度改正に
より、社会資本整備総合
交付金制度に一本化され
た。街路については、活
力創出基盤整備（国補助
５５％＋都補助）の位置
付けにて整備を進めてい
る。市道拡幅整備につい
ては、上の原地域の活性
化方針を踏まえ見直しが
必要なため、事業実施を
見送っている。

24年度以降に向けた方向性：

0
説明欄： 本事業は都市再生機構だけでな
く国や東京都など関係機関との調整の結果
進められる事業である。事業費補助は、都
市再生機構整備については国より直接補助
を受け進められている。
ひばりが丘地区は、都市再生機構により道
路整備が進められており、今後区域内の公
園整備にも着手していく予定。市の直接事
業はない。
東久留米団地地区は、市の事業として３・
４・２０号線の整備が位置付けられている
が、街路事業として22年度より着手してい
る。地区内の市道の拡幅整備も本事業に位
置付けられているが、上の原地域の活性化
方針（素案）が示されており、この方針を
踏まえ、事業の見直しを図っていく。

所管課長 都市計画課　土屋　健治

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

基本事業番号・名 21-02

指標 指標

特定財源に伴う一般財源 一般財源

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

良好な住環境形成への誘導

「大規模団地建
替」事業認可の
申請件数

良質な郊外住宅とともに地区内の施設整備
（道路・公園等）が総合的に進められ快適
で災害に強い安全な住環境をつくる。
大臣承認を得て事業の推進を図る。

根拠
法令
等

自主的 義務的

ひばりが丘団地、東久留米団地

市全額

対象

市独自上乗せ（上乗・横出）

良好な住宅地
として建設さ
れる面積
（ひばりヶ丘
団地＋東久留
米団地）

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

意図
事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

21-02-01

都市計画課
土地利用計画担当

21-02-02

都市計画課
土地利用計画担当

対象
建替都営住宅（南町一丁目第二団
地、南町一丁目アパート、八幡町第
１・第２アパート）

整備面積

努力義務的

住宅市街地総合整備事業制度要綱

全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

都との協議回数

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

意図
湧水や周辺環境に配慮した建替をし
てもらう。

東京都が行う公共住宅建設に関連する地域
開発要綱

全額補助 市全額

0 1,978 1,978

事業区域整備
率
ひばりヶ丘団
地＋東久留米
団地の実施戸
数／計画戸数

0 991 991

0 2,018 2,018

21-02-03

都市計画課
土地利用計画担当

対象
建替機構住宅（ひばりが丘団地、東
久留米団地）

整備面積（ひ
ば り が 丘 団
地、東久留米
団地）

0

都営住宅建替に関す
る事務

手段
・

内容
周辺環境に配慮した建替を都に要請

0

0 890 890

要請した項目
／実施した項
目

892 892

1,363 1,363

機構住宅建替に関す
る事務

手段
・

内容

協定書の協定どおり計画的に市及び
居住者の要望等が取り入れられて、
環境と調和した地域に住めるよう協
議をしていく。

0

根拠
法令
等

自主的

環境に配慮した建替をしてもらう。

0

義務的 努力義務的

一部補助有 市全額

1,978 1,978

要請した項目
／実施した項
目 2,018

機構との協議回
数

0 1,982 1,982

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

一部補助有

全額補助

説明欄：

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

2,018

0

説明欄：マンション建替えについての市民
からの相談について、都へ取次ぐ事務であ
り、改善の余地は少ない。

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業全体 一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

快適な都市環境が整ったまち 施策番号・名 21 都市基盤の安全性、快適性の確保

事務事業名

指標

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態) 事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

基本事業番号・名 21-02

指標 指標

特定財源に伴う一般財源 一般財源

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

良好な住環境形成への誘導

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,292 87 1,565 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ ｈ a ） （ 件 ） （ 千 円 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 1,292 65 884

上乗 □ （ ｈ a ） （ 件 ） （ 千 円 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,292 36 642

□ （ ｈ a ） （ 件 ） （ 千 円 ）

0 9,398

24年度以降に向けた方向性：

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

申請手数料

手段
・

内容

意図

説明欄：

9,227

・良好な景観の形成
・公衆に対する危害防止

所管課長 施設管理課　 古澤　毅彦

説明欄：

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：東京都屋外広告物条例及び施行規
則による事業であるため、事業の廃止はで
きない。市町村における東京都の事務処理
の特例に関する条例により東京都から委任
され、委託料として財源充当されている。

広告主

市内全域（面
積）

新規・継続申請
件数

9,398

現状維持

0

9,208

9,227

9,2080

21-02-05

施設管理課
管理調整担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

屋外広告物許可申請
等事務

全額補助

事業
形態

直営（委託無）

（国）屋外広告物法
（都）屋外広告物条例
市町村における東京都の事務処理の特例に
関する条例

東京都条例に基づく

市全額一部補助有

対象

説明欄：

東久留米市


